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電気主任技術者について
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自家用電気工作物の推移

⚫ 自家用電気工作物は増加傾向にあるが、外部委託件数の割合は約９割から大きな変動はない。

⚫ 太陽電池発電所の全国の電気保安協会及び電気管理技術者協会の外部委託件数が約14,000件から約32,000件
と２倍を超え増加している。
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⚫ 太陽電池発電設備の設備量は10年間で約６倍に増加（電気事故件数も増加）。

⚫ 2040年度の発電電力量に占める太陽光発電の割合は23～29％程度の見通し（ペロブスカイト太陽電池を約20GW導入の見通し）。

（参考）太陽電池発電設備の増加

(件）

電気事故件数の推移※1※２
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※1：令和３年４月１日より、出力10kW以上の太陽電池発電
設備、出力20kW以上の風力発電設備が事故報告対象
に追加されたため、令和３年度以降太陽電池発電設備及
び風力発電設備の事故件数が増加している。

※2：令和５年３月31日より、主要電気工作物の破損事故にお
いて「部品の交換等により当該設備の機能を容易に回復で
きる場合」が事故報告の対象から除外となったため、令和５
年度の事故件数が減少している。

（出典）令和５年度電気保安統計より経済産業省作成

（出典）総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第69回会合）より経済産業省作成

2013年度
（実績）

2023年度
（確報値）

2040年度
（見通し）

備考

発電電力量 1.08兆kWh 9877億kWh 1.1～1.2兆kWh程度 ―

再
エ
ネ

太陽光 1.2% 9.8% 23～29%程度
ペロブスカイト太陽電池を

2040年までに約20GW導入

風力 0.5% 1.1% 4～8%程度
洋上風力発電の案件を

2040年までに30~45GW形成

水力 7.3% 7.6% 8～10%程度
地熱 0.2% 0.3% 1～2%程度

バイオマス 1.6% 4.1% 5～6%程度
原子力 0.9% 8.5% 2割程度

火力 88.3% 68.6% 3～4割程度
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電気保安協会が受託している保守点検時に安全対策を行わなければならない施設の現状

⚫ 太陽電池発電所が増加している一方で、全国の電気保安協会が受託している施設のうち、保守点検時に安全対策を
行わなければならない施設が一定数存在。

⚫ これらの施設の保守点検は、墜落制止用器具の着用や高所点検カメラ、ドローン活用など作業者が安全を確保した上で
行っているものの、作業者や作業者の監督責任を負っている電気保安協会への負担が大きい。

⚫ 今後、ペロブスカイト太陽電池が大幅に導入される見込みもあり、安全に保守点検が行える仕組みを構築する必要。

（出典）関東電気保安協会提供資料より経済産業省作成
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外部委託受託先の状況

⚫ 10年前と比較して電気保安協会、電気管理技術者協会が受託した割合が減少（電気管理技術者協会の受託件数は
若干増加 ）し、その他電気保安法人、その他電気管理技術者が増加。

⚫ ただし、直近のデータでも受託先の約３分の２は電気保安協会、電気管理技術者協会となっている。
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（出典）自家用DBより作成

電気保安協会
電気保安協会

電気管理技術者協会

電気管理技術者協会

その他電気保安法人
その他電気保安法人

その他電気管理技術者 その他電気管理技術者

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

電気保安協会 電気管理技術者協会 その他電気保安法人 その他電気管理技術者



7

全国の電気保安協会及び電気管理技術者協会に所属する電気主任技術者の推移

⚫ 外部委託受託先の約３分の２を占める全国の電気保安協会及び電気管理技術者協会に所属する電気主任技術者は、
減少傾向にあったが、令和６年度から増加傾向に転じている。

全国の電気保安協会及び電気管理技術者協会に所属する電気主任技術者

（出典）電気保安協会全国連絡会及び全国電気管理技術者協会連合会からの提供資料より経済産業省作成
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全国の電気保安協会及び電気管理技術者協会に所属する電気主任技術者の年齢構成
の推移

⚫ 全国の電気保安協会に所属する電気主任技術者の年齢構成の割合は、30代以下が増加している。

⚫ 全国の電気管理技術者協会に所属する電気主任技術者の年齢構成の割合は、70代以上が増加している。

令和6年度平成27年度

（出典）全国電気管理技術者協会連合会からの提供資料より経済産業省作成

平成27年度 令和6年度

電気保安協会 電気管理技術者協会

（出典）電気保安協会全国連絡会からの提供資料より経済産業省作成



電気主任技術者免状の取得方法

⚫電気主任技術者免状は、経済産業大臣が認定する電気主任術者認定校（認定校）の卒業かつ実務経験または、
電気主任技術者試験により取得が可能。

⚫実務経験で取得する場合、認定校を卒業した上で、免状種別に定められた電圧以上の設備※1に関する実務を一定
期間経験する必要がある。

免状種別 取得方法 必要な実務経験年数

第一種 試験

実務経験
認定校（大学）卒業者 ５年※2

第二種免状取得者 ５年

第二種 試験

実務経験

認定校（大学）卒業者 ３年※2

認定校（短大又は高専）卒業者 ５年※2

第三種免状取得者 ５年

第三種 試験

実務経験

認定校（大学）卒業者 １年※2

認定校（短大又は高専）卒業者 ２年※2

認定校（高校）卒業者 ３年※2

※1 第三種は電圧５００V以上、第二種は電圧１万V以上、第一種は５万Ｖ以上の電気工作物。
※2 卒業前の実務経験も加算可能。ただし、卒業前の実務経験は実際の従事期間の1/2が実務経験年数に加算される。

＜電気主任技術者免状の取得方法＞

9
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電気主任技術者認定校の推移

⚫ 第一種電気主任技術者免状、第二種電気主任技術者免状を取得できる認定校は直近６年で大きな変化はない。
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電気主任技術者認定校の推移

⚫ 第三種電気主任技術者免状を取得できる認定校は減少傾向。

（校）（校）



年度 学校数 学校名（太字：高等学校）

令和3年度 ６

沖縄県立那覇工業高等学校、学校法人金井学園福井工業大学附属福井高等学校、
岩手県立大船渡東高等学校、神奈川県立神奈川総合産業高等学校、島根県立松
江工業高等学校、広島県立神辺高等学校

令和4年度 ７

川崎市立川崎総合科学高等学校、学校法人金沢工業大学国際高等専門学校、国
立大学法人東京農工大学、神奈川県立向の岡工業高等学校、三浦学苑高等学校、
千葉県立市川工業高等学校、福井県立武生工業高等学校

令和5年度 １０

青森県立五所川原工業高等学校、愛知県立刈谷工科高等学校、静岡県立沼津工
業高等学校、神奈川県立神奈川工業高等学校、神奈川県立商工高等学校、学校
法人筑紫台学園筑紫台高等学校、福島県立二本松工業高等学校、日本大学短期
大学部、独立行政法人国立高等専門学校機構 仙台高等専門学校、国立大学法
人宮崎大学

令和6年度 ８

岩手県立福岡工業高等学校、福岡県立田川科学技術高等学校、聖光学院高等学
校、山形県立米沢工業高等学校、愛知県立小牧工科高等学校、奈良県立御所実
業高等学校、大阪府立都島第二工業高等学校、八戸学院野辺地西高等学校

合計 ３１

令和３～６年度に廃止届出があった電気主任技術者認定校

⚫ 少子化による志望者減少や教員の高齢化や不足により、認定校の減少が続いている。

12



13（出典）令和7年12月16日開催 文部科学省教育課程部会 産業教育ワーキンググループ
(第3回) 【参考資料1】専門高校に関する参考資料集P28より抜粋

１５歳人口及び工業高校の学校数・生徒数の推移

⚫ 15歳人口は、年々減少傾向。これまでは100万人を超えて推移してきたが、令和11年には100万人を割り込み、 
令和20年には約74万人になることがほぼ確実。令和20年の人口は令和5年と比較して約31％も減少する見込み。

⚫ 工業高校及び生徒数は減少している。

（出典）文部科学省「学校基本調査」により経済産業省作成

１５歳人口の推移
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電気主任技術者免状取得者の推移

⚫ 電気主任技術者免状取得者は、令和４年度まではおおむね横ばいで推移。令和５年度以降は、第三種電気主任技術
者がそれまでの２倍以上に増加。

⚫ 背景として試験制度の見直し（令和４年度から試験回数を年２回に増加、令和５年度からCBT試験(Computer 
Based Testing)を導入）による受験機会の拡大等も寄与と推察。

（出典）保安ネットより作成
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電気主任技術者試験合格者の推移

⚫ 電気主任技術者の試験合格者は、令和３年度まではおおむね横ばいで推移。令和４年度以降は、第三種電気主任
技術者がそれまでの２倍以上に増加。

出典：一般財団法人電気技術者試験センターの公表情報より経済産業省作成
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令和７年3月末時点の想定必要人数
（スマート保安による圧縮効果を考慮）

実務経験年数短縮効果

令和７年3月末時点の想定在籍人数
令和５年9月時点の想定必要人数

令和５年9月時点の想定在籍人数

令和５年9月時点の
電気主任技術者の需給ギャップ

令和７年３月末時点の
電気主任技術者の需給ギャップ

（出典）電気保安協会全国連絡会調べ

電気保安協会による保安業務従事者の今後の見通し

⚫ 全国にある電気保安協会の調査によると、電気主任技術者の需給ギャップについて、令和12年度に保安業務従事者※

が約500人不足する予想（令和５年９月時点）となっていたが、これまでの制度見直しや業界認知度向上等の取組に
くわえスマート保安による圧縮の効果も考慮すれば、令和12年度までに不足が生じないと見込んでいる。

R５FY R６FY R７FY R８FY R９FY R１０FY R１１FY R１２FY

※電気主任技術者免状を保有し、保安管理業務に従事する者



現状の課題認識と今後の取組の方向性（電気主任技術者）

⚫ 今後の人口減少が想定されるなか、さらにペロブスカイト太陽電池発電設備など自家用電気工作物の増加により、電気
主任技術者の需給ギャップが拡大するおそれがあるため、引き続き、官民一丸となり人材育成・確保の取組を推進する
ことが不可欠である。

⚫ 若年人口の減少などの影響から認定校は減少傾向にある。このため、➀現状を踏まえた人材確保の課題について整理して
はどうか。また、②現場の実情を踏まえた外部委託における点検頻度・内容の見直しについて検討してはどうか。

⚫ さらに、太陽電池発電設備の増加に伴い、保守点検を安全に行うことに配慮が必要となる施設が増加する懸念もある。
このため、③設置者責任を前提にしたあり方や安全に保守点検が行える仕組みについて検討してはどうか。

17
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電気工事士について
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一般用電気工作物等※１

設置・変更の工事
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通知電気工事業者
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設置・変更の工事

電気工事業の登録等

19

⚫ 電気工事業を営もうとする者は、電気工事業の業務の適正化に関する法律に基づき電気工事業の登録等を行う
必要がある。

⚫ なお、建設業法の建設業許可（電気工事）を取得して電気工事を行う場合は、「みなし登録」又は「みなし通知」を行う
必要がある。

※１ 電気事業法第３８条第１項に規定する一般用電気工作物及び同条第３項に規定する小規模事業用電気工作物
※２ 電気事業法第３８条第４項に規定する自家用電気工作物（小規模事業用電気工作物及び発電所、変電所、最大電力５００ｋW以上の需要設備その他の経済産業省令で定めるものを除く。）
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20

建設業許可業者（電気工事）、みなし登録電気工事業者及びみなし通知電気工事業者
の推移

⚫ 建設業法の建設業許可業者（電気工事）は増加傾向にあり、これに連動してみなし登録電気工事業者及びみなし
通知電気工事業者も増加。

⚫ みなし登録電気工事業者とみなし通知電気工事業者の合計は、近年、建設業許可業者（電気工事）に近接している。

（社）

（出典）みなし登録電気工事業者及びみなし通知電気工事業者の推移 各都道府県からの提供データより経済産業省作成
建設業許可業者（電気工事）の推移 建設業許可業者数調査の結果について －建設業許可業者の現況（令和７年 3 月末現在）－国土交通省不動産・建設経済局 建設業課より経済産業省作成



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H27FY H28FY H29FY H30FY R1FY R2FY R3FY R4FY R5FY R6FY

第一種電気工事士

21

電気工事士試験合格者の推移

⚫ 電気工事士の試験合格者は、第一種電気工事士及び第二種電気工事士ともに、緩やかに増加している。

（出典）一般財団法人電気技術者試験センターより経済産業省作成
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電気工事業者へのアンケート結果（電気工事士の年齢構成、男女比）

⚫ 令和６年度に、我が国の電気工事業者に対して、当該電気工事業者に所属する電気工事士の数、近年の採用状況や
採用に係る課題、女性・外国人等の数、省力化に向けた取組など各種実態について、アンケート調査を実施。

⚫ 電気工事士の年齢構成の中央値は40代。50代までで全体の約８割程度を占めており、男女比は、女性が極端に
少ない。

22

第一種・第二種電気工事士の年齢構成 第一種・第二種電気工事士の男女比

10代

1.2%

（423名）6.3%

80代以上

1.0%

（369名）

男性

96.6%

（34,285名）

女性
3.4%

（1,225名）

40代
23.2%

(8,226名)

30代
17.5%

(6,215名)

20代
14.3%

(5,070名)

50代
23.1%

（8,207名）

60代
13.4%

(4,764名)

70代
6.3%

(2,236名)

令和６年度新エネルギー等保安規制高度化事業（電気保安人材の中長期的な確保に向けた電気工事業等の実態に関する調査）より経済産業省作成



0.4%

0.4%

やや不足
44.4%

大いに不
足

26.1%

やや過剰
0.4%

大いに過剰
0.4%

充足
28.6%

電気工事業者へのアンケート結果（人材不足感）

⚫ 人手が大いに不足・やや不足が７割を占めている。

⚫ また、６割超の企業が何らかの採用活動を実施しているが、８割近くは採用目標が未達。

⚫ アンケートの結果を受け、電気工事業者に対しヒアリングを実施したところ、「採用したい人材は、大手企業へ流れる傾向が
あるため、自社は学生から見て候補企業としてもあがらない」、「描いていた電気工事士のイメージとギャップがあった」など
の声があがった。

23令和６年度新エネルギー等保安規制高度化事業（電気保安人材の中長期的な確保に向けた電気工事業等の実態に関する調査）より経済産業省作成

22.6%

77.4%

直近５年間の採用活動実施状況 採用目標の達成度

64.3%

35.7%

活動を実施
していない

活動を実施した

達成
できなかった

達成した

電気工事士等の人手不足感



直近５年間の新卒採用者の属性（複数回答） 直近５年間の経験者採用の採用経緯（複数回答）

大学/大学院

17.6%
短期大学

2.7%

高等

専門学校

11.3%
高等学校

（普通科以外）

47.4%

高等学校

（普通科）

17.2%

中学校

0.7%

その他

3.2%

ハローワーク

経由

31.0%

親族・知人

の紹介

30.0%

求人サイト

経由

26.0%

ポリテク

センター

経由

4.9%

自社HP

経由

3.8%

自治体等の

採用イベント

0.3%

その他

4.0%

外国人技術者の雇用有無・合計者数

雇用していない
96.8%

(3,724社)

雇用している
3.2%

(125社：289名)

電気工事業者へのアンケート結果（新規採用・経験者採用・外国人技術者採用）

⚫ 新卒採用の中心は普通科以外の高等学校であり、経験者採用では、ハローワーク経由、親族・知人の紹介、求人サイト
経由の３つが際立って多い。

⚫ 外国人技術者の活用は現状少数にとどまる。

24令和６年度新エネルギー等保安規制高度化事業（電気保安人材の中長期的な確保に向けた電気工事業等の実態に関する調査）より経済産業省作成
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（参考）公共工事設計労務単価の職種別推移

⚫ 電工の労務単価は、調査対象51種のうち41位となっている。

出典：令和７年３月から適用する公共工事設計労務単価（電工）について（令和７年４月 一般社団法人 日本電設工業協会 経営企画委員会 経営実態調査ＷＧ）

※本単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価である。

※時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金、各職種の通常の作業条件または作業内容を超えた労働に対する手当等は含まれていない。

※本単価は労働者に支払われる賃金に係わるものであり、現場管理費（法定福利費（事業主負担分）、研修訓練等に要する費用等）及び一般管理費等の諸経費は含まれていない。

※法定福利費（事業主負担分）、研修訓練等に要する費用等は、積算上、現場管理費等に含まれている。
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電気工事業者へのアンケート結果（施工・図面・写真管理等のデジタル技術の導入状況）

⚫ アンケートに回答した電気工事業者のうち、約３分の１は施工・図面・写真管理等のデジタル技術を導入しており、
約９割が導入による効果を感じている。

⚫ 他方、導入していないが検討中の電気工事業者のうち、約４分の３は使いこなせるか不安、費用が高いと回答している。

施工・図面・写真管理等のデジタル技術
導入状況

34.9%

21.5%

43.7%

導入済み

導入していないが
検討中

検討していない

（導入済みの場合）導入による効率化の程度
（導入していないが検討中の場合）導入しない理由

（複数回答）

4.0%
0.2% 3.7…

わからない
5.2％（68社）

必要を感じない
36.3%
(965社)

費用が高い
23.0%
(611社)

ある程度感じる
58.8％（774社）

大いに感じる
28.1％

（370社）

あまり感じない
4.0%（52社）

全く感じない
0.2%（3社） 未回答

3.7%（49社）

費用が高い
33.5％

（275社）

必要を感じない

11.1％

（91社）

ソフトの存在を知らない

4.6％

（38社）

その他

6.2％

（51社）

使いこなせるか
不安

44.6％
（367社）

令和６年度新エネルギー等保安規制高度化事業（電気保安人材の中長期的な確保に向けた電気工事業等の実態に関する調査）より経済産業省作成



（参考）電気工事業者へのヒアリング結果
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①人材確保に関する意見
✓ 高校生・大学生に電気の業界をPRしていく必要。将来性のある良い仕事であるためイメージアップを図っていただきたい。
✓ 工業高校だけでなく普通科や中学校への啓発も重要。
✓ 電気工事を選ぶ学生が減少していることに加え、電気工事に3Kのイメージをもっているため、入職者が減っている。
✓ 入社した社員が会社を知るきっかけは、自社HPが多い。2つ目は、ハローワークがある。その他は、有料求人紹介サイト。
✓ 電気工事業界のPRについては、最近だとSNSを活用。

②人材育成に関する意見
✓ 「新人は見て覚えること」といった風土が残っており、教える文化が普及していないため、ベテランから若手人材への技術
伝承がうまくできていなかった。このため、会社内にアカデミーを設立し、管理職が講師となって講義を実施。

✓ 新入社員向けに座学やVRで危険ポイント体験、実技体験などを実施しているが、中小企業ではこのような教育は難しい。

③デジタル技術を活用した生産性向上に関する意見
✓ デジタル技術は導入しただけではだめで、社員の教育や運用の構築が大切。
✓ チャットGPTなどのAIを活用して生産性向上を図っていきたい。
✓ 会社として需要がないとデジタル技術は導入できない。時間と費用を考えると難しい。
✓ 例えばCADに関しては、専属のCADオペレータはおらず、現場代理人が対応するため負荷がかかり難しい。



現状の課題認識と今後の取組の方向性（電気工事士）

⚫ 若年人口の減少に加え、ペロブスカイト太陽電池発電設備などの自家用電気工作物の増加に伴う電気工事の増加により、
電気工事人材が不足するおそれがあるため、引き続き、官民一丸となった人材育成・確保の取組を推進することが不可欠
である。

⚫ 若年人口の減少などの影響から認定校は減少傾向にあること、令和６年度に実施した電気工事業者へのアンケート結果
から、人材不足感はあるものの施工・図面・写真管理等のデジタル技術の導入を検討していない事業者が半数程度いる
ことがわかった。

⚫ このことからも、高等学校等との連携や採用拡大に向けた取組に加え、施工・図面・写真管理等のデジタル技術の導入
実態を把握するなどにより、現状を踏まえた人材確保の課題について整理してはどうか。
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